
 

児童福祉法に基づく行政処分について 

 

◎ 趣旨 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）の規定に基づき，下記のとおり，

指定障害児通所支援事業者に対して行政処分を行った。 
 
 １ 処分対象事業者 

 名  称 所 在 地 代表者の氏名 
合同会社Ｂｒａｖｅ 宇都宮市戸祭１丁目１２番４０号 大野 啓子 

 
 ２ 処分対象事業所 

⑴ エスポワール 
     所 在 地  宇都宮市戸祭１丁目１２番４０号 
     サービスの種類  放課後等デイサービス，児童発達支援 
 

⑵ エスポワール２ 
     所 在 地  宇都宮市陽西町２番１３号 コーポ宝１０１ 
     サービスの種類  放課後等デイサービス 
      
 ３ 処分実施日 

   令和２年４月２２日 
 
 ４ 処分の内容 

   令和２年４月２３日から令和２年１０月２２日までの間，上記２の放課後等デイサービス及び児

童発達支援に係る新規の利用者の受入れを行わないこと（法第２１条の５の２４第１項） 
 
 ５ 処分の理由 

   障害児通所給付費の請求に関する不正（法第２１条の５の２４第１項第５号） 
 ア 「エスポワール」において，平成２８年４月から令和元年１２月にかけて，利用者に対して

障害児通所支援サービスを提供していないにもかかわらず，サービスを提供したものとして，

不正に障害児通所給付費を請求し，受領した。 
イ 「エスポワール２」において，平成３１年４月から令和元年１２月にかけて，利用者に対し

て障害児通所支援サービスを提供していないにもかかわらず，サービスを提供したものとして，

不正に障害児通所給付費を請求し，受領した。 
 
６ 不正受給に係る返還額※ 
⑴ エスポワール  約１，１００万円 
⑵ エスポワール２ 約  ４２０万円 
※ 返還額には，法第５７条の２第２項に基づく加算金（返還させるべき額に１００分の４０を 

乗じた額）が含まれている。 
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